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１．17年８月中間期の連結業績（平成17年2月21日～平成17年8月20日） 

(1) 連結経営成績 （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円   ％ 

12,539（   6.5） 

11,775（   9.6） 

百万円   ％ 

301（ 142.7） 

124（△40.1） 

百万円   ％ 

203（ 516.3） 

32（△73.5） 

17年２月期 24,002（   8.1） 426（△11.3） 226（△25.0） 

 
 

中間(当 期) 純 利 益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり中間(当期)純利益 

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円   ％ 

94（  ―） 

△ 25（  ―） 

円  銭 

19   13  

△  5   42  

円  銭 

17   60  

―   ―  

17年２月期 122（△50.0） 25  77  22  16  

(注) ①持分法投資損益 17年８月中間期 － 百万円 16年８月中間期 － 百万円 17年２月期 － 百万円 

   ②期中平均株式数（連結）17年８月中間期 4,960,104株 16年８月中間期 4,730,148株 17年２月期 4,735,483株 

   ③会計処理の方法の変更   無 

   ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 （百万円未満切捨） 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円 

19,150 

18,608 

百万円 

1,795 

1,499 

％ 

9.4 

8.1 

円  銭 

360  30 

316  72 

17年２月期 18,624 1,731   9.3 350  20 

(注) 期末発行済株式数（連結）17年８月中間期 4,982,000株 16年８月中間期 4,736,000株 17年２月期 4,943,600株  

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 （百万円未満切捨） 

 営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円 

794 

△ 0 

百万円 

37 

△1,772 

百万円 

△817 

1,213 

百万円 

840 

625 

17年２月期 953 △2,973 1,660 825 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ２社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)  ― 社  (除外)  ― 社    持分法(新規)  ― 社  (除外) ― 社 

２．18年２月期の連結業績予想（平成17年２月21日～平成18年２月20日） （百万円未満切捨） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

通   期 

百万円

26,100   

百万円

500   

百万円

260   

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期） 52円18銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の７ページを参照して下さい。 
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１.企業集団の状況 

当社グループ（当社、連結子会社２社）においては、小売事業（ホームセンター部門、文具・事務用

品部門、食品部門、その他）、不動産事業（商業用地の開発及び不動産の賃貸業）を主として行ってお

り、当社及び子会社の当該事業に関わる位置付けは次のとおりであります。  

 

（小売事業） 

当社及び当社グループの展開する業態は、ホームセンター、オフィスサプライ（文具・事務用品の

小売専門店）、食品スーパーの３業態を営む流通小売業であり、ホームセンターはその中でも核とな

る事業であります。なお、連結子会社である株式会社エイトフーズは、当社のホームセンター店舗に

併設して出店し、食品類の販売を行っております。また、連結子会社である有限会社エイト薬品も、

当社のホームセンター店舗内にテナントとして出店し、医薬品類の販売を行っております。また、関

連当事者であるホーマック株式会社からＰＢ商品等の供給を受けております。主な部門構成及び販売

品目等は、次のとおりであります。 

 

ホームセンター部門 ……ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品、医薬品 

文具・事務用品部門 ……文具・事務用品、店舗用品、ビジネスサービス 

食 品 部 門 ……生鮮食料品、一般食料品 

そ の 他          ……流通業務代行、宝くじ販売等 

 

（不動産事業） 

当社の不動産事業は、ホームセンター店舗敷地内に貸し店舗を建築しテナントを募集するほか、商

業用地の開発及び不動産の賃貸・管理業を営んでおります。 

なお、前連結会計年度に連結子会社であったエイト開発株式会社は、事業構造改革の一環として、

不動産賃貸・管理業務を効率化し、グループ内の人材の有効活用を図るため、平成１７年２月２７日

付で当社に吸収合併いたしました。 

 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一　般　消　費　者 賃　　貸　　先

(有)エイト薬品

小　売　事　業

(株)エイトフーズ

小　売　事　業

当　　　　　　　　　社

小　売　事　業 不 動 産 事 業

仕　　入　　先

（連結子会社) （連結子会社)

商品の販売 商品の販売

商品の販売

店舗の賃貸
商品の供給
店舗の賃貸

商品

不動産賃貸

商品

ホーマック㈱

商品
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２．経営方針及び経営成績 

(1)経 営 方 針 

① 経営の基本方針 

 当社及び当社グループは、今日まで「お客様ひとりひとりの豊かな暮らしに役立つお店」をモッ

トーに、ホームセンター事業を中核としてチェーンストア経営システムを取り入れ成長してまいり

ました。 

 「お客様第一主義」を経営理念に掲げ、お客様起点の店づくりを使命とし、常にお客様の声を取

入れた新しい価値を創造する商品開発や新しいサービスの創造に取り組んでおります。 

 今後共、グループ企業が一体となり商品開発と店舗開発を軸に、時流に適した新業態の開発を目

指し、地域に密着した事業展開を推進してまいります。 

 

② 利益配分に関する基本方針 

 株主に対する利益還元につきましては、将来の事業展開と経営基盤の一層の充実強化を図り、業

績の進展状況、配当性向等を勘案した上で、株式分割、増配に積極的に取り組んで行く方針であり

ます。 

 内部留保による資金につきましては、今後の業界の競争激化に対処し、ローコストに徹した新規

店舗開設及び既存店舗改装の設備資金に有効投資し、これにより売上高の拡大、株主資本利益率の

一層の向上を図ってまいります。 

 

③ 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 当社は、平成１４年２月１２日付けで１単元の株式数を、1,000株から100株に変更いたしました。 

これは投資単位を引下げ、流動性を高めるとともに、より多くの個人投資家に当社株式を投資対象

としていただきたいとの考えから実施したものです。 

 今後につきましても、株価の動向を見ながら検討してまいる所存であります。 

 

④ 中長期的な経営戦略 

 当社及び当社グループは、出店戦略において福島県を基点としたドミナントエリアの深耕と併せ、

山形県、栃木県を出店エリアと位置付けて商勢圏の拡大を図り、リージョナルチェーンの構築を目

指してまいります。新中期５カ年計画（２００４～２００８年度）では、積極的にスクラップアン

ドビルドを進めながら主力のホームセンター部門で６０店舗体制を目指し、強力なドミナントエリ

アづくりを行ってゆくと共に、ホーマック株式会社の東北・関東展開戦略のパートナーとして融合・

連携してまいります。 

 商品面では、安売りを軸とした同質化競争から脱却をはかる施策として、画一的な商品構成では

なく当社独自の地域特性を考慮したマーチャンダイジングを積極的に推進し、個店対応を図ってま

いります。また、提携先のホーマック株式会社から供給を受けている開発商品「快適上手」の取扱

いを順次拡大すると同時に、当社独自に中国市場を中心とした海外からの輸入商品の開発を進め、

仕入原価の低減効果を高めながら、利益率の改善とエブリデー・ロー・プライスを実現するマーチ

ャンダイジングシステムを構築してまいります。 

 さらに、将来の１００店舗構想を視野に入れたチェーンストアとしてのシステムづくりのために、

店舗オペレーション、情報・物流システム、人材開発の改革と、今後の出店戦略を支える財務基盤

の強化に取り組んでまいります。 

 

⑤ 会社の対処すべき課題 

 当年度は創業３０周年に当たり、「創業３０年 新たな挑戦」をスローガンに掲げ、お客様満足度

を高める経営を基本に、以下の内容を対処すべき課題として取組んでおります。 

イ．商品政策の再構築 

・園芸・植物の強化 

・商品部門毎カテゴリーの品揃えの強化 

・ＤＩＹ用品の品揃えの見直し 

ロ．営業利益高の向上 

・商品荒利益率の改善 



 

 －4－ 

・労働分配率の改善 

ハ．プロジェクトの推進 

・適正在庫を維持する為の在庫マネジメントプロジェクト 

・完全作業と作業種類の削減を目的とした作業システム転換プロジェクト 

ニ．お客様親切係の推進・徹底 

ホ．店舗マネジメントができる店長および幹部候補生の育成 

 

⑥ 目標とする経営指標 

 社内においては投下資本の運用効率を重視し、総資本対経常利益率10％を目標に掲げ、資本の生

産性を高めると同時に、株主資本利益率の向上に努めてまいります。 

 

⑦ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

イ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図ると共に、株主に対する経営の透明

性の観点から経営チェック機能の充実を重要課題としております。このような視点にたち、タイ

ムリーディスクロージャーを重視した情報提供の即時性、公平性を図ることに努めております。 

 

ロ．コーポレート・ガバナンスに関する施策の状況 

ⅰ．会社の経営上の意思決定､執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン

ス体制 

 監査役は取締役会並びに経営会議等に出席して意見を述べるほか、内部監査担当もしくは監

査法人の監査の立会いなどすることにより、取締役の業務執行の妥当性、効率性などを幅広く

検証して経営監視を実施しております。 

 会計監査は新日本監査法人に依頼しており、定期的な監査のほか、経営上の課題については

適宜アドバイスを受けております。また、顧問弁護士とは顧問契約に基づき、必要に応じ助言

と指導を受けております。 

ⅱ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関

係の概要 

 当社と業務・資本提携を締結しているホーマック株式会社より、社外取締役１名が就任して

おります。 

 当社は、ホーマック株式会社から同社が開発する商品の仕入をしております。 

 社外監査役については、人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はございません。 

ⅲ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 

・取締役会（定時・臨時）は、迅速かつ的確な意思決定の場として、取締役会規程等に則り経

営の基本方針、法令で定められた事項その他重要事項を決定し、厳正なる運営がなされてお

ります。 

・取締役、監査役及び部長職以上が出席する経営会議を月１回開催し、業務執行に関する重要

事項の決定と、会社業績に関する進捗状況を確認し、対策を講じております。 

・取締役、監査役及び店長・課長以上の管理職全員が出席する全体会議を月１回開催し、会社

の経営方針等の伝達を徹底しております。 

・平成１６年９月よりコンプライアンス委員会を設置し、企業倫理や法令遵守の徹底を図るた

め行動規範を制定して、コンプライアンス経営の取組みを強化しております。 

・内部監査室は、店舗及び本部の監査を適宜行い、社長への詳細な説明を実施するとともに、

指摘事項の改善を行っております。 

 

⑧ 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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(2)経 営 成 績 

① 当中間期の概況 

 当中間期におけるわが国の経済は、高水準の企業収益の改善に加え製造業を中心とした設備投資

の拡大等の要因により、景気は踊り場を脱し回復基調を辿っております。 

 一方、原油価格が一段と高騰し原材料価格上昇等が懸念され、サラリーマン増税をはじめとする

税制改正・年金制度への不安感等の要因により、先行き不透明感は払拭されず依然として個人消費

の本格的な回復には至っておりません。 

 また、流通小売業界においては、同業種・異業種の大型店の進出と同時に、大型商業施設間の競

争が一段と激化しております。 

 

 このような状況のもとで当社グループは、出店エリアの拡大を目指して、４月に酒田店（山形県）、

５月に山形花楯店（山形県）、６月には当社が開発したショッピングセンター、エイトタウン川俣内

に川俣店（福島県）を開店いたしました。また、４月に大河原店（宮城県）、７月に原町店（福島県）

の改装を行い、原町店においてはホームセンター店舗に併設して子会社㈱エイトフーズが運営する

食品スーパー鮮一原町店をオープンし、ホームセンターとのシナジー効果で集客力を拡大すること

ができました。一方、３月には不振店でありました亘理店（宮城県）を閉鎖しております。 

 この結果、当中間期末の店舗数は、４１店舗（食品スーパー部門はホームセンター店舗数に含め

ております）となりました。 

 また、６月からはＤＢ部（ディストリビューション）を設け、店舗への最適な商品供給システム

づくりと全社的な商品在庫適正化の実現に取組んでおります。 

 

 以上によりまして、当中間期の当社グループの営業成績は、売上高は125億3千9百万円（前年同期

比6.5％増）、営業利益は3億1百万円（同142.7％増）、経常利益は2億3百万円（同516.3％増）、中間

純利益は9千4百万円となりました。 

 

（小売事業） 

 主力のホームセンター部門は、創業３０周年記念販促キャンペーンで好調に売上を伸ばすことが

できたこと、欠品による販売機会ロスが減少したこと等により、既存店ベースで客数は前年同期比

0.1％増加し、買上点数は同0.9％減少したものの点単価は同2.0％増、客単価は同1.1％増加したこ

とにより、売上高は同1.2％増となりました。 

 商品別には、植物の売場面積を広げ専任バイヤーを配置するなど重点的に力を入れている園芸用

品や、需要が拡大しているペット用品、ＡＶ機器を中心に大きく伸びた家電製品、洗濯用品・家庭

用消耗雑貨が伸びた家庭用品等が好調に推移しました。一方、夏季週末の天候不順によりレジャー

用品が低調に推移し、また、インテリア・収納用品については高単価商品を中心に昨年に引続き苦

戦を強いられました。 

 利益面におきましては、商品荒利益率は前年同期比0.1ポイント増加と微増で推移しましたが、経

費面において広告宣伝費、賃借料が当初計画を下回ることが出来ました。 

 食品スーパー部門は、前年度に実施した小商圏業態開発プロジェクトにより、商品構成を見直し

て売場面積を２倍に拡大した小高店の収益力が大きく改善され黒字化に寄与しました。また、青果

を中心に商品管理を強化したことによるロスの削減と、惣菜をはじめとする高付加価値商品に力を

入れた結果、商品荒利益率は前期比3.3ポイント改善し20.7％となりました。 

 これらの結果、小売事業における売上高は、122億6千4百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は

3億3千5百万円（同160.3％増）となりました。 

 

（不動産事業） 

 不動産事業につきましては、６月に近隣型ショッピングセンターとして開発したエイトタウン川

俣を開設し、ホームセンター川俣店に隣接して食品スーパーを誘致し、広範囲の商圏のお客様に利

便性を提供しています。外部顧客に対する不動産収入は2億7千5百万円（前年同期比5.5％増）とな

りました。 
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―キャッシュ・フローの状況― 

 当中間会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により7億9千4百万円現金及び現金同等物（以

下「資金」という。）が得られ、投資活動により3千7百万円資金が得られ、財務活動により8億1千7

百万円資金が使用されました。この結果、資金は前期末に比べ1千4百万円増加し、中間期末残高は、

8億4千万円（前年同期比2億1千4百万円増加）となりました。 

 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は7億9千4百万円（前年同期比7億9千5百万円増加）となりまし

た。 

 これは主に税金等調整前中間純利益1億7千7百万円、減価償却費2億6千4百万円、たな卸資産

の減少2億5千7百万円、仕入債務の増加1億5百万円等により資金が得られ、利息の支払額1億1千

6百万円、法人税等の支払4千万円等に資金が使用されたことによるものです。 

 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は3千7百万円（前年同期比18億9百万円増加）となりました。 

 これは主に預り保証金の預りによる収入9千9百万円、投資有価証券の売却による収入5千1百

万円等により資金が得られ、店舗の新築及び増築にともなう有形固定資産の取得による支出1億

1千1百万円等に資金が使用されたことによるものです。 

 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は8億1千7百万円（前年同期比20億3千万円減少）となりました。 

 これは主に長期借入れによる収入5億円、社債発行による収入3億8千4百万円により資金が得

られましたが、長期借入金の返済による支出9億9千3百万円、短期借入金の純減5億9千5百万円、

社債償還による支出7千万円等に資金が使用されたことによるものです。 

 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりであります。 

   
平成１５年

８月中間期

平成１６年

２月期

平成１６年

８月中間期

平成１７年 

２月期 

平成１７年

８月中間期

自己資本比率（％） 8.8 9.1 8.1 9.3 9.4

時価ベースの自己

資本比率（％） 
17.0 15.8 15.3 16.2 14.8

債務償還年数（年） 35.1 23.4 ― 10.4 11.5

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ（倍） 
1.1 1.6 ― 4.1 6.8

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 株式時価総額は、期末株価終値（期末日に約定が無い場合は、直近約定値）×期末発

行済株数により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、

利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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② 通期の見通し 

 国内景気は緩やかながら持続力を伴い拡大基調の経済見通しがあるなか、原油価格の上昇による

消費財への価格転嫁、物流コスト増等、流通小売業を取巻く環境は予断のならない状況が続くと思

われます。また、少子高齢化と人口減少が同時に進行し市場が縮小していく中で、異業種を含めた

競争はさらに厳しさが増すものと予想されます。 

 このような環境のもとで当社グループは、お客様を起点とした店舗づくりに徹することを基本に

「創業３０年 新たな挑戦」をスローガンに、地域のお客様の豊かな生活の実現に向けて企業努力

を続けてまいります。 

 下期の新規出店につきましては、当初計画に１店舗追加して２店舗の開店を予定しております。

また、創業３０周年記念販促キャンペーン第２弾を実施する他、商品管理面の強化による値下げ額

の削減と開発商品の拡充により営業利益の拡大を図ってまいります。さらに、上期に引続き商品在

庫適正化を推進し、キャッシュ・フロー等の経営効率の改善に努めてまいります。 

 

 通期の連結業績予想につきましては、前記理由と中間業績の結果により、次のとおり見込んでお

ります。 

 

売上高          26,100百万円（前期比   8.7％増） 

経常利益          500百万円（前期比 120.7％増） 

当期純利益         260百万円（前期比 113.0％増） 

 

なお、単体の通期の業績見通しは、次のとおり見込んでおります。 

 

売上高          23,400百万円（前期比   8.6％増） 

経常利益          500百万円（前期比 103.5％増） 

当期純利益         260百万円（前期比 201.8％増） 

 

 

（通期見通しに関する注意事項） 

 前述の業績の通期見通しは、現在入手可能な情報に基づく当社の判断によるもので、不確実性の

リスクを内包しております。このため、経済情勢、消費動向等により、実際の業績はこれらの見通

しと異なる可能性があることをあらかじめご承知おきください。 
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３．【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成17年２月20日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※３  1,152,975 1,351,735  1,357,698

２ 受取手形及び売掛金   95,294 139,745  131,587

３ たな卸資産   4,636,585 4,288,967  4,546,291

４ その他   247,872 227,868  259,614

 貸倒引当金   △1,217 △1,728  △1,728

流動資産合計   6,131,510 32.9 6,006,588 31.4  6,293,463 33.8

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物 ※2、3 6,845,831 7,536,559 6,762,465 

(2) 土地 ※３ 1,999,670 2,052,303 2,052,303 

(3) その他  201,603 9,047,105 200,879 9,789,742 169,392 8,984,160

２ 無形固定資産   818,635 826,484  815,844

３ 投資その他の資産    

(1) 敷金・保証金 ※３ 1,927,374 1,381,507 1,363,390 

(2) その他 ※３ 690,036 1,151,939 1,173,410 

貸倒引当金  △5,868 2,611,541 △5,523 2,527,923 △5,868 2,530,931

固定資産合計   12,477,283 67.1 13,144,150 68.6  12,330,937 66.2

資産合計   18,608,793 100.0 19,150,739 100.0  18,624,400 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成17年２月20日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   4,298,884 4,684,748  4,579,362

２ 短期借入金 ※３  4,085,928 2,978,767  3,759,822

３ 一年以内償還予定 

  社債 
  ― 180,000  140,000

４ 一年以内償還予定 

  転換社債 
  360,000 ―  ―

５ 設備支払手形   999,279 996,120  23,689

６ その他   746,256 875,454  826,717

流動負債合計   10,490,348 56.4 9,715,090 50.7  9,329,593 50.1

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   900,000 1,750,000  1,460,000

２ 新株予約権付社債   ― 270,000  270,000

３ 長期借入金 ※３  4,196,524 3,969,538  4,277,586

４ 退職給付引当金   114,500 43,853  34,640

５ 役員退職慰労引当金   89,698 91,002  93,419

６ 預り保証金 ※３  970,011 1,190,124  1,112,244

７ その他   347,717 326,102  315,628

固定負債合計   6,618,453 35.5 7,640,620 39.9  7,563,519 40.6

負債合計   17,108,802 91.9 17,355,711 90.6  16,893,112 90.7

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   ― ― ― ―  ― ―

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   401,872 2.2 457,084 2.4  448,559 2.4

Ⅱ 資本剰余金   323,626 1.7 378,792 2.0  370,305 2.0

Ⅲ 利益剰余金   760,938 4.1 944,179 4.9  908,614 4.9

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
  13,554 0.1 14,972 0.1  3,808 0.0

資本合計   1,499,990 8.1 1,795,028 9.4  1,731,288 9.3

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  18,608,793 100.0 19,150,739 100.0  18,624,400 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年２月21日 

至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高   11,775,677 100.0 12,539,589 100.0  24,002,009 100.0

Ⅱ 売上原価   8,760,895   74.4 9,279,323 74.0  17,792,665 74.1

売上総利益   3,014,782 25.6 3,260,265 26.0  6,209,343 25.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  233,928 233,424 467,582 

２ 給与手当  896,507 927,023 1,808,025 

３ 賞与  121,746 121,266 219,286 

４ 退職給付費用  28,385 32,668 56,948 

５ 役員退職慰労引当金 

  繰入額 
 3,792 3,249 7,513 

６ 福利厚生費  138,154 152,822 283,000 

７ 不動産賃借料  489,196 456,758 964,907 

８ 設備賃借料  208,755 219,830 429,176 

９ 水道光熱費  183,276 197,175 378,524 

10 減価償却費  177,996 205,076 394,991 

11 その他  408,665 2,890,405 24.5 409,150 2,958,446 23.6 773,358 5,783,314 24.1

営業利益   124,376 1.1 301,819 2.4  426,028 1.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  105 314 274 

２ 受取配当金  1,520 2,118 1,824 

３ 仕入割引  4,078 4,017 9,498 

４ 受取手数料  31,765 32,811 63,082 

５ 賃料収入  3,105 2,482 6,169 

６ その他  8,200 48,776 0.4 9,513 51,258 0.4 19,751 100,602 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  127,547 116,057 255,807 

２ その他  12,619 140,167 1.2 33,731 149,789 1.2 44,297 300,105 1.3

経常利益   32,985 0.3 203,288 1.6  226,525 0.9

Ⅵ 特別利益    

１ 国庫補助金収入  42,450 ― 42,450 

２ 開発負担金収入  ― ― 56,500 

３ 確定拠出年金制度へ

の移行に伴う利益 
 ― 9,867 67,972 

４ 解約違約金収入  ― 10,000 21,581 

５ 投資有価証券売却益  ― 42,450 0.4 1,508 21,376 0.2 ― 188,503 0.8

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※１ 7,119 17,220 20,319 

２ 固定資産圧縮損  38,933 ― 38,933 

３ 投資有価証券評価損  15,033 11,397 ― 

４ 連結調整勘定一括償

却額 
※２ 8,223 ― 8,223 

５ 解約損害金  ― 4,216 65,051 

６ 出店中止損 ※３ ― 13,861 ― 

７ 金利スワップ損失  ― 69,310 0.6 ― 46,695 0.4 12,220 144,748 0.6

税金等調整前 

中間(当期)純利益 
  6,125 0.1 177,968 1.4  270,280 1.1

法人税、住民税 

及び事業税 
 30,980 65,755 152,524 

法人税等調整額  760 31,740 0.3 17,325 83,080 0.6 △4,304 148,219 0.6

少数株主損失   ― ― ― ―  ― ―

中間(当期)純利益   △25,615 △0.2 94,888 0.8  122,060 0.5

      又は中間純損失(△)    
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年２月21日
 至 平成16年８月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
 至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  321,637 370,305  321,637

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １ 増資による新株の発行  ― ―  ― 

 ２ 新株予約権の行使による
新株の発行 

 1,989 8,486  3,668 

 ３ 転換社債の転換  ― 1,989 ― 8,486 45,000 48,668

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 323,626 378,792 370,305

   

 

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  848,708 908,614  848,708

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間(当期)純利益  94,888 94,888 122,060 122,060

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 中間純損失  25,615 ―   

２ 配当金  56,724 59,323  56,724 

３ 役員賞与  5,430 87,769 ― 59,323 5,430 62,154

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 760,938 944,179  908,614
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  

 
前中間連結会計期間

 
(自平成16年２月21日
至平成16年８月20日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自平成17年２月21日 
至平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自平成16年２月21日
至平成17年２月20日)

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  6,125 177,968 270,280

２ 減価償却費  235,405 264,263 511,600

３ 連結調整勘定一括償却額  8,223 ― 8,223

４ 貸倒引当金の増減（△）額  55 ― 565

５ 退職給付引当金の増減(△)額  11,894 9,212 △67,965

６ 役員退職慰労引当金の増減 
  (△)額 

 3,792 △2,416 7,513

７ 受取利息及び受取配当金  △1,626 △2,432 △2,099

８ 支払利息  127,547 116,057 255,807

９ 社債保証料  2,642 6,944 8,454

10 借入手数料  6,725 9,762 12,873

11 営業外損益  888 1,905 2,408

12 新株発行費  90 231 495

13 社債発行費  ― 10,000 16,855

14 国庫補助金収入  △42,450 ― △42,450

15 固定資産圧縮損  38,933 ― 38,933

16 投資有価証券売却益  ― △1,508 ―

17 投資有価証券評価損  15,033 11,397 ―

18 固定資産除却損  7,119 17,220 20,319

19 開発負担金収入  ― ― △56,500

20 解約違約金収入  ― △10,000 △21,581

21 出店中止損  ― 13,861 ―

22 解約損害金  ― 4,216 65,051

23 金利スワップ損失  ― ― 12,220

24 売上債権の増(△)減額  △12,668 △8,157 △48,961

25 たな卸資産の増(△)減額  △282,474 257,323 △192,180

26 仕入債務の増減(△)額  143,184 105,386 423,662

27 その他負債の増減(△)額  91,261 52,938 179,422

28 その他資産の増(△)減額  △27,531 △7,860 △799

29 未払消費税等の増減(△)額  △18,839 △15,453 35,528

30 未収消費税等の増(△)減額  △13,872 1,989 △1,989

31 未払賞与の増減(△)額  △1,016 △26 1,209

32 役員賞与の支払額  △5,430 ― △5,430

33 その他  △3,539 △2,587 △6,480

小計  289,475 1,010,236 1,424,988

34 利息及び配当金の受取額  1,626 2,432 2,099

35 利息の支払額  △118,687 △116,557 △234,641

36 社債保証料の支払額  △1,426 △2,856 △6,168

37 借入手数料の支払額  △2,441 △23,797 △2,134

38 開発事業に係る負担金収入  ― ― 56,500

39 店舗解約による損害金支出  ― △34,216 △5,051

40 法人税等の支払額  △168,923 △40,547 △282,576

営業活動によるキャッシュ・フロー  △377 794,693 953,015
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前中間連結会計期間

 
(自平成16年２月21日
至平成16年８月20日)

 
当中間連結会計期間 

 
(自平成17年２月21日 
至平成17年８月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書 
(自平成16年２月21日
至平成17年２月20日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の取得による支出  △302 △300 △50,551

２ 投資有価証券の売却による収入  ― 51,606 ―

３ 連結子会社株式の取得による支出  △7,000 ― △7,000

４ 有形固定資産の取得による支出  △1,630,553 △111,860 △2,895,286

５ 有形固定資産の除却による支出  △3,184 △3,361 △12,530

６ 固定資産取得に係る国庫補助金の
収入 

 42,450 ― 42,450

７ 貸付による支出  △10,000 ― △10,000

８ 貸付金の回収による収入  107 ― 107

９ 敷金・保証金の差入による支出  △46,056 △41,654 △71,037

10 敷金・保証金の返還による収入  38,683 26,961 78,557

11 その他投資による支出  △22,857 △342 △37,155

12 預り保証金の預りによる収入  7,500 99,252 190,863

13 預り保証金の返還による支出  △22,349 △20,898 △41,488

14 定期性預金の回収による収入  286,591 473,784 329,040

15 定期性預金預入による支出  △447,569 △453,116 △489,220

16 その他負債の増加  42,000 17,000 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,772,541 37,072 △2,973,251

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減(△)額  1,344,000 △595,700 861,700

２ 長期借入れによる収入  800,000 500,000 2,320,000

３ 長期借入金の返済による支出  △878,444 △993,403 △2,161,187

４ 株式発行による収入  3,897 16,434 7,203

５ 社債発行による収入  ― 384,371 958,773

６ 社債の償還による支出  ― △70,000 ―

７ 転換社債の償還による支出  ― ― △270,000

８ 配当金の支払額  △56,033 △58,763 △56,231

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,213,418 △817,060 1,660,257

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減(△)額  △559,499 14,705 △359,977

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,185,281 825,303 1,185,281

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
(期末)残高 

※１ 625,781 840,008 825,303
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 ３社 
   連結子会社名 
    エイト開発株式会社 
    株式会社エイトフーズ 
    有限会社エイト薬品 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 ２社 
   連結子会社名 
    株式会社エイトフーズ 
    有限会社エイト薬品 
 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数 ３社 
   連結子会社名 
    エイト開発株式会社 
    株式会社エイトフーズ 
    有限会社エイト薬品 

    (注)エイト開発株式会社は
平成17年２月27日付で当
社が吸収合併しておりま
す。 

 (2) 非連結子会社の名称等 
    該当ありません。 

 (2) 非連結子会社の名称等 
       同左 

 (2) 非連結子会社の名称等 
       同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
   該当ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 
       同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
       同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

   連結子会社の中間決算日が中
間連結決算日と異なる会社は
エイト開発株式会社であり、中
間決算日(７月31日)現在の中
間財務諸表を使用しておりま
す。中間連結決算日が異なるこ
とから生じる連結会社相互間
の取引に係わる重要な差異に
ついては連結上必要な調整を
行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

    該当ありません。 
 

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項 

   連結決算日と事業年度が異な
る連結子会社はエイト開発株
式会社であり、決算日は1月31
日であります。連結決算日が異
なることから生じる連結会社
相互間の取引に係わる重要な
差異については調整を行って
おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 
  (イ)有価証券 
   ①その他有価証券 
    時価のあるもの 
    …中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額
は全部資本直入法により
処理、売却原価は移動平均
法により算定) 

    時価のないもの 
    …移動平均法による原価法 
   ②デリバティブ 
    時価法   

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 
  (イ)有価証券 
   ①その他有価証券 
    時価のあるもの 
      同左 
 
 
 
   
    時価のないもの 
      同左 
   ②デリバティブ 
      同左   

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 
  (イ)有価証券 
   ①その他有価証券 
    時価のあるもの 
    …期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全
部資本直入法により処理、
売却原価は移動平均法に
より算定) 

    時価のないもの 
      同左 
   ②デリバティブ 
      同左 

  (ロ)たな卸資産 
    商品 
     主として売価還元法によ

る原価法 
    貯蔵品 
     最終仕入原価法による原価

法 

  (ロ)たな卸資産 
    商品 
      同左 
 
    貯蔵品 
      同左 

  (ロ)たな卸資産 
    商品 
      同左 
 
    貯蔵品 
      同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  (イ)有形固定資産 
     当社および連結子会社

は、主として建物は定額
法、建物以外は定率法を採
用しております。 

     なお、主な耐用年数は次
のとおりです。 
・建物及び 
 構築物 

６年～39年

・車両運搬具 ３〃～６〃
・工具器具 
 及び備品 

５〃～20〃
 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  (イ)有形固定資産 
      同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  (イ)有形固定資産 
      同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

  (ロ)無形固定資産 

     定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用

しております。 

  (ロ)無形固定資産 

      同左 

  (ロ)無形固定資産 

      同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

    新株発行費 

     支出時に全額費用として

処理しております。 

    社債発行費 

―――――― 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

    新株発行費 

      同左 

 

    社債発行費 

     支出時に全額費用として

処理しております。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

    新株発行費 

      同左 

 

    社債発行費 

      同左 

 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

     売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

      同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

      同左 

  (ロ)退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

     過去勤務債務は、発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法

により按分した額を発生

の連結会計年度から費用

処理しております。 

  (ロ)退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発

生していると認められる

額を計上しております。 

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

     過去勤務債務は、発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法

により按分した額を発生

の連結会計年度から費用

処理しております。 

  (ロ)退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

     過去勤務債務は、発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法

により按分した額を発生

の連結会計年度から費用

処理しております。 

  (ハ)役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

  (ハ)役員退職慰労引当金 

      同左 

  (ハ)役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法

       同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法

       同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処

理によっております。な

お、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

している場合には特例処

理によっております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

       同左 

 

 

 

 

 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

       同左 

 

 

 

 

 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     当中間連結会計期間にヘ

ッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。 

     ヘッジ手段…金利キャッ

プ及び金利

スワップ 

     ヘッジ対象…借入金 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

       同左 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     当連結会計年度にヘッジ

会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。 

     ヘッジ手段…金利キャッ

プ及び金利

スワップ 

     ヘッジ対象…借入金 

  (ハ)ヘッジ方針 

     リスク管理規程に基づ

き、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

  (ハ)ヘッジ方針 

       同左 

  (ハ)ヘッジ方針 

       同左 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動

の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価しております。ただし、

特例処理によっている金利

スワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

       同左 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

       同左 

 (7) 消費税等の処理方法 

    税抜方式を採用しておりま

す。 

 (7) 消費税等の処理方法 

       同左 

 (7) 消費税等の処理方法 

       同左 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計 

算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

       同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクし

か負わない取扱日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 
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表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

従来、流動負債の「その他」に含

めて表示していた設備支払手形及び

固定負債の「その他」に含めて表示

していた預り保証金は、負債、少数

株主持分及び資本の合計額の100分

の5を超えることとなったため区分

掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間におけ

る流動負債の「その他」に含まれて

いる設備支払手形の金額は、389,339

千円であり、固定負債の「その他」

に含まれている預り保証金の金額

は、649,359千円であります。 

 

 

―――――― 

 

―――――― 

 

 

追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

 

         ―――――― 

 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が8,302千円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

 

         ―――――― 

 

         ―――――― 

 

         ―――――― 

(退職給付引当金) 

 当社は平成17年2月1日をもって定

年退職者を対象とする適格退職年金

制度を廃止し、退職一時金制度の一

部について確定拠出年金制度へ移行

しました。なお、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号)を適用してお

ります。 

本移行に伴う損益等に与えた影響額

については、(退職給付関係)の注記

に記載しております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(平成17年２月20日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,370,589千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,818,973千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,635,426千円

※２ 固定資産の取得価額から控除

した圧縮記帳額 

     建物       42,450千円 

 

※２ 固定資産の取得価額から控除

した圧縮記帳額 

     建物       42,450千円

 

※２ 固定資産の取得価額から控除

した圧縮記帳額 

     建物       42,450千円

 

※３ 債務の担保及び保証金等の代

用として供している資産は次の

とおりであります。 

※３ 債務の担保及び保証金等の代

用として供している資産は次の

とおりであります。 

※３ 債務の担保及び保証金等の代

用として供している資産は次の

とおりであります。 

(1) 担保に供している資産 

銀行預金 335,156千円

投資有価証券 43,750 〃 

建物 4,301,190 〃 

土地 1,955,469 〃 

敷金・保証金 734,922 〃 

計 7,370,488千円
 

(1) 担保に供している資産 

銀行預金 335,180千円

投資有価証券 59,483 〃

建物 4,593,064 〃

土地 2,008,905 〃

敷金・保証金 229,800 〃

計 7,226,433千円
 

(1) 担保に供している資産 

銀行預金 335,156千円

投資有価証券 60,301 〃

建物 4,668,759 〃

土地 2,008,905 〃

敷金・保証金 232,800 〃

計 7,305,922千円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,121,952千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

1,329,868 〃 

長期借入金 3,702,472 〃 

預り保証金  261,356 〃 

計 6,415,649千円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 702,000千円

１年以内返済 
予定長期借入金

1,492,888 〃

長期借入金 3,665,475 〃

預り保証金 250,896 〃

計 6,111,259千円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 802,313千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

1,537,101 〃

長期借入金 3,958,100 〃

預り保証金   256,126 〃

計 6,553,641千円
 

(3) 取引保証金等の代用として供

している資産 

銀行預金 35,000千円

投資有価証券 2,095 〃 

計 37,095千円
 

(3) 取引保証金等の代用として供

している資産 

銀行預金 45,000千円

投資有価証券 2,060 〃

計 47,060千円
 

(3) 取引保証金等の代用として供

している資産 

銀行預金 35,000千円

投資有価証券 2,110 〃

計 37,110千円
 

 ４ 当座貸越契約及びシンジケー

トローン契約 

 親会社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新規

出店資金調達のため、当座貸越

契約及びシンジケートローン契

約を締結しております。これら

契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 
及びシンジケー 
トローン 
契約総額 

3,400,000千円

借入実行残高 3,090,000 〃 

差引額 310,000千円
 

 ４ 当座貸越契約及びシンジケー

トローン契約 

 親会社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新規

出店資金調達のため、当座貸越

契約及びシンジケートローン契

約を締結しております。これら

契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額
及びシンジケー
トローン 
契約総額 

5,400,000千円

借入実行残高 3,100,000 〃

差引額 2,300,000千円
 

 ４ 当座貸越契約及びシンジケー

トローン契約 

 親会社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新規

出店資金調達のため、当座貸越

契約及びシンジケートローン契

約を締結しております。これら

契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額 
及びシンジケー 
トローン 
契約総額 

4,400,000千円

借入実行残高 3,147,700 〃

差引額 1,252,300千円
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(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

※１ 固定資産除却損は、全て親会

社で発生したものであり、その

主な内容は、建物・構築物除却

損3,765千円、固定資産撤去費用

3,184千円他であります。 

※１ 固定資産除却損は、全て親会

社で発生したものであり、その

主な内容は、建物・構築物除却

損13,419千円、固定資産撤去費

用3,361千円他であります。 

※１ 固定資産除却損の主な内容

は、建物・構築物等除却損7,789

千円、撤去費用12,530千円であ

ります。 

※２      ―――――― ※２      ―――――― ※２ 連結調整勘定一括償却額は、

当連結会計年度の親会社の個

別財務諸表において子会社株

式の減損処理を行ったことに

よるものであります。 

※３      ―――――― 

 

※３ 出店中止損は全て親会社で発

生したものであり、出店中止に

よる建設仮勘定除却損7,831千

円、店舗開発仮勘定除却損6,029

千円であります。 

※３      ―――――― 

 

   

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年８月20日現在) 

現金及び 

預金勘定 
 1,152,975千円 

預入期間が 

３ヶ月を超える 

定期預金 

△527,194 〃 

現金及び 

現金同等物 
625,781千円

 

（重要な非資金取引の内容） 

  有形固定資産の取得に際し、購入代

金の支払より相殺した引継ぎ預り保

証金等の額      233,867千円 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年８月20日現在)

現金及び 

預金勘定 
1,351,735千円

預入期間が 

３ヶ月を超える 

定期預金 

△511,726 〃

現金及び 

現金同等物 
840,008千円

 

（重要な非資金取引の内容） 

―――――― 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年2月20日現在)

現金及び 

預金勘定 
1,357,698千円

預入期間が 

３ヶ月を超える 

定期預金 

△532,395 〃

現金及び 

現金同等物 
825,303千円

 

（重要な非資金取引の内容） 

(1)有形固定資産の取得に際し、購入代金

の支払より相殺した引継ぎ預り保証

金等の額      233,867千円 

 

 (2)転換社債の転換による資本の増加と

転換社債の減少 

転換社債の転換による資本

金増加額 
45,000千円

転換社債の転換による資本

準備金増加額 
45,000千円

転換による転換社債減少額 90,000千円
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末 

残高 

相当額 

 (千円)  (千円) (千円) 

建物 83,783 27,927 55,855

機械及び 

装置 
26,374 24,197 2,176

工具・器具 

及び備品 
2,127,271 1,208,098 919,173

ソフトウェ

ア 
53,590 8,962 44,627

合計 2,291,018 1,269,185 1,021,833

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高 

相当額

 (千円) (千円) (千円)

建物 83,783 39,896 43,886

機械及び

装置 
8,939 7,904 1,035

工具・器具

及び備品
1,983,776 1,201,414 782,362

ソフトウェ

ア 
76,665 21,921 54,744

合計 2,153,164 1,271,136 882,028

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

期末 

残高 

相当額

 (千円)  (千円)  (千円)

建物 83,783 33,912 49,870

機械及び 

装置 
24,203 22,597 1,606

工具・器具

及び備品 
2,069,202 1,202,722 866,479

ソフトウェ

ア 
61,490 15,078 46,411

合計 2,238,678 1,274,310 964,368

 
２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 372,042千円

１年超 669,366 〃 

合計 1,041,408千円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 353,712千円

１年超 543,939 〃

合計 897,651千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 376,656千円

１年超 608,063 〃

合計 984,720千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 200,164千円

減価償却費 
相当額 

188,893 〃 

支払利息 
相当額 

7,204 〃 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 210,066千円

減価償却費 
相当額 

200,669 〃

支払利息 
相当額 

4,856 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 407,232千円

減価償却費 
相当額 

390,843 〃

支払利息 
相当額 

13,226 〃

 
４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

 

 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と、取得価額相

当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は利息法によっています。 

５ 利息相当額の算定方法 

       同左 

 

 

      

５ 利息相当額の算定方法 

       同左 
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(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年８月20日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

その他有価証券  

株式 124,974 153,928 28,953

その他 53,770 47,406 △6,363

計 178,744 201,334 22,590

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について15,033千円の減損処理を行っており

ます。なお、当該株式の減損にあっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮し必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

50,000 

 

 

(当中間連結会計期間末)(平成17年８月20日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

その他有価証券  

株式 129,211 152,952 23,741

その他 53,620 54,832 1,212

計 182,831 207,785 24,954

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について11,397千円の減損処理を行っており

ます。なお、当該株式の減損にあっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮し必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

50,000 
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 (前連結会計年度末)(平成17年２月20日現在) 

 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額(千円) 

その他有価証券  

株式 140,308 150,432 10,123

その他 103,718 99,942 △3,775

計 244,026 250,374 6,347

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

50,000 
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(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年８月20日現在) 

 金利キャップ取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用してお

りますので該当事項はありません。 

 

(当中間連結会計期間末)(平成17年８月20日現在) 

  金利関連 

当中間連結会計期間末（平成17年８月20日） 

種類 
契約額等 

(千円) 

契約額等のうち

１年超(千円)

時価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
1,000,000 ― △4,120 △4,120 

合計 1,000,000 ― △4,120 △4,120 

(注)１ 時価の算定方法 

    金利スワップ取引・・・金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によってお

ります。 

  ２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。 

  ３ なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 

 

(前連結会計年度末)(平成17年２月20日現在) 

  金利関連 

前連結会計年度末（平成17年２月20日） 

種類 
契約額等 

(千円) 
契約額等のうち
１年超(千円)

時価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
1,000,000 ― △12,220 △12,220 

合計 1,000,000 ― △12,220 △12,220 

(注)１ 時価の算定方法 

    金利スワップ取引・・・金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によってお

ります。 

  ２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

量を示すものではありません。 

  ３ なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年２月21日 至 平成16年８月20日) 

 

 

 
小売関連 

事業(千円) 

不動産関連 

事業(千円) 
計(千円) 

消去又は 

全社(千円) 
連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
11,514,580 261,097 11,775,677 ― 11,775,677

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― 86,280 86,280 (86,280) ―

計 11,514,580 347,377 11,861,957 (86,280) 11,775,677

営業費用 11,385,820 236,947 11,622,768 28,531 11,651,300

営業利益 128,759 110,429 239,188 (114,812) 124,376

 

 

 

当中間連結会計期間(自 平成17年２月21日 至 平成17年８月20日) 

 

 

 
小売関連 

事業(千円) 

不動産関連 

事業(千円) 
計(千円) 

消去又は 

全社(千円) 
連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
12,264,144 275,445 12,539,589 ― 12,539,589

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― 42,372 42,372 (42,372) ―

計 12,264,144 317,817 12,581,962 (42,372) 12,539,589

営業費用 11,928,982 238,891 12,167,873 69,896 12,237,770

営業利益 335,162 78,926 414,088 (112,269) 301,819
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前連結会計年度(自 平成16年２月21日 至 平成17年２月20日) 

 

 
小売関連 

事業(千円) 

不動産関連 

事業(千円) 
計(千円) 

消去又は 

全社(千円) 
連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
23,477,263 524,745 24,002,009 ― 24,002,009

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― 174,768 174,768   (174,768) ―

計 23,477,263 699,514 24,176,777    (174,768) 24,002,009

営業費用 23,053,163 475,113 23,528,276 47,703 23,575,980

営業利益 424,100 224,401 648,501    (222,472) 426,028

 

 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な商品等 

 (1) 小売事業……DIY用品、家庭用品、カー・レジャー用品、医薬品、化粧品、雑貨、文具・事務用品、食

品等 

 (2) 不動産事業…商業用地の開発及び不動産の賃貸 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門

等管理部門にかかる費用であり、前中間連結会計期間は115,006千円、当中間連結会計期間は112,439千

円、前連結会計年度は222,861千円であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年２月21日 至 平成16年８月20日)、当中間連結会計期間(自 平成

17年２月21日 至 平成17年８月20日)及び前連結会計年度(自 平成16年２月21日 至 平成17年２月

20日)において、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年２月21日 至 平成16年８月20日)、当中間連結会計期間(自 平成

17年２月21日 至 平成17年８月20日)及び前連結会計年度(自 平成16年２月21日 至 平成17年２月

20日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
 至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 
 至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 
 至 平成17年２月20日） 

１株当たり純資産
額 

316円72銭 360円30銭 350円20銭

１株当たり中間
(当期)純利益 
又は中間純損失
(△)金額 

△ 5円41銭 19円13銭 25円77銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間
(当期)純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、
潜在株式が存在するものの
１株当たり中間純損失であ
るため、記載しておりませ
ん。 
 

17円60銭 22円16銭

(注)１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日） 
１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△)
金額 

   

 中間(当期)純利益又は中
間純損失(△)金額 

△25,615千円  94,888千円  122,060千円 

 普通株主に帰属しない金
額 

     ― 千円      ― 千円      ― 千円 

 (うち利益処分による役員
賞与金) 

  (  ― 千円)   (  ― 千円)   (  ― 千円) 

 普通株式に係る中間(当
期)純利益又は中間純損失
(△)金額 

△25,615千円  94,888千円  122,060千円 

 普通株式の期中平均株式
数 

   4,730千株    4,960千株    4,735千株 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

   

 中間(当期)純利益調整額    ―    1,052千円    2,153千円 

 (うち支払利息(税額相当
額控除後)) 

   ―  ( 1,052千円)  ( 2,153千円) 

 普通株式増加数    ―      489千株      869千株 

 (うち転換社債)    ― (    ― 千株)  (   797千株) 

 (うち新株引受権)    ― (     52千株) (     66千株) 

 (うち新株予約権)    ― (    437千株) (      5千株) 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 

 
―――――― 

 
該当事項はありません 

 
該当事項はありません 
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 

   至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 

   至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 

   至 平成17年２月20日） 

 平成16年９月13日開催の当社取締

役会において決議しました社債発行

を下記要領で行いました。 

 

１.第３回無担保社債 

 株式会社みずほ銀行保証付及び

適格機関投資家限定 

①社債の総額 金５億円 

②利率 

イ.発行日の翌日から平成17年

３月25日まで年0.310％と

する。 

ロ.平成17年３月25日の翌日以

降は、下記に定める「基準利

率」に0.20％を加えた利率と

する。 

「基準利率」：６ヵ月TIBOR 

③発行価格 額面100円につき 

        金100円 

④償還価格 額面100円につき 

        金100円 

⑤償還期間 ５年 

⑥発行日  平成16年９月30日 

⑦保証人  株式会社みずほ銀行 

 

２.第４回無担保社債 

 株式会社ＵＦＪ銀行保証付及び

適格機関投資家限定 

①社債の総額 金２億円 

②利率  

イ.発行日の翌日から平成17年

３月31日まで年0.19917％

とする。 

ロ.平成17年３月31日の翌日以

降は、下記に定める「基準

利率」に0.10％を加えた利

率とする。 

「基準利率」：日経QUICK DM131

頁 ６ヶ月円金利 

③発行価格 額面100円につき 

        金100円 

④償還価格 額面100円につき 

        金100円 

⑤償還期間 ５年 

⑥発行日  平成16年9月30日 

⑦保証人  株式会社ＵＦＪ銀行 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年２月21日 

   至 平成16年８月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年２月21日 

   至 平成17年８月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月21日 

   至 平成17年２月20日） 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 平成17年８月31日開催の当社取締

役会において、昨今のリフォーム需

要の拡大に伴い顧客ニーズの多様化

に対応するためリフォームを主とす

る子会社設立を決議しました。 

 主な概要は次のとおりです。 

１．子会社の設立 

①商号   株式会社ダイユー

エイト・ホームサ

ービス 

②本店所在地 

 福島県福島市太平寺字堰ノ上

58番地 

③設立   平成17年９月28日 

④事業内容 増改築、修繕工事の

施工、管理及び請負

⑤資本金  10,000千円 

⑥出資比率 100％ 

 

―――――― 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．シンジケートローンの契約 

 提出会社である株式会社ダイユ

ーエイトは、平成17年3月10日開催

の取締役会決議に基づき、資金調

達の効率化を目的として、以下の

とおりシンジケートローン契約を

締結いたしました。 

①契約日 平成17年３月31日 

②借入枠 1,000百万円 

③契約期間 

     平成17年３月31日より

     平成22年３月29日まで

④借入申込期間 

     契約日から１年間 

⑤借入利率 

     全銀協Tibor＋1.500％

⑥金融機関 

 株式会社みずほ銀行、株式会

社常陽銀行、株式会社福島銀行、

株式会社東邦銀行、商工組合中

央金庫、株式会社大東銀行 

⑦資金使途    長期運転資金 
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４. 販売の状況 

 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

小売事業 12,264,144 106.5

不動産事業 317,817 91.5

合計 12,581,962 106.1

(注) 1. 不動産事業の金額には、セグメント間の内部売上高42,372千円が含まれております。 

   2. 小売事業における部門別の内容は、次のとおりであります。 

 (単位：千円)

前中間連結会計期間 
自 平成16年2月21日 
至 平成16年8月20日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年2月21日 
至 平成17年8月20日 部 門 別 

売上高 構成比 売上高 構成比 
前年

同期比

Ｄ Ｉ Ｙ 用 品 3,169,263

％

27.5 3,329,412 

％

27.2 

％

105.1

家 庭 用 品 5,953,414 51.7 6,465,077 52.7 108.6

カ ー ・ レ ジ ャ ー 用 品 827,507 7.2 815,489 6.7 98.6

ホ

｜

ム

セ

ン

タ

｜ 

部

門 

小 計 9,950,186 86.4 10,609,979 86.5 106.6

文 具 ・ 事 務 用 品 部 門 151,460 1.3 144,424 1.2 95.4

食 品 部 門 1,171,342 10.2 1,269,549 10.4 108.4

そ の 他 241,590 2.1 240,190 2.0 99.4

合 計 11,514,580 100.0 12,264,144 100.0 106.5

   3. 部門別の各構成内容は、次のとおりであります。 

    (1)ＤＩＹ用品     (建築資材、木材、塗料、工具、金物、園芸用品、エクステリア製品等) 

    (2)家庭用品      (家庭用雑貨品、日用雑貨品、インテリア用品、家事家電用品、文具・事務用品、

ペット用品、灯油、医薬品、化粧品、雑貨等) 

    (3)カー・レジャー用品 (カー用品、自転車用品、レジャー用品、スポーツ用品、キャンプ用品等) 

    (4)文具・事務用品   (一般文具・事務機器、店舗用品、ビジネスサービス等) 

    (5)食品        (生鮮食品、一般食料品) 

    (6)その他       (流通業務代行収入等) 

 



 

 

 

平成１８年２月期   個別中間財務諸表の概要       平成１７年１０月６日 

会 社 名 株式会社 ダイユーエイト 上場取引所 JASDAQ 

コ ード番 号 ２６６２ 本社所在都道府県 福島県 

（ＵＲＬ http://www.daiyu8.co.jp） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

  氏 名 浅倉 俊一 

問 い 合 わ せ 先  責任者役職名 取締役管理統括部長兼財務部長 

  氏 名 石黒 隆       ＴＥＬ（024）545－2215 

中間決算取締役会開催日  平成17年10月６日    中間配当制度の有無  有 

   単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

１．17年８月中間期の業績（平成17年２月21日～平成17年８月20日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円   ％ 

11,259（   6.6） 

10,565（   7.4） 

百万円   ％ 

283（ 161.0） 

108（△41.3） 

百万円   ％ 

199（ 287.8） 

51（△65.8） 

17年２月期 21,545（   6.4） 377（△15.3） 245（△30.8） 

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり中間(当期)純利益

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円   ％ 

91（  ―） 

△ 68（  ―） 

円  銭 

 18  51 

△  14  54 

円  銭 

17  04 

―  ― 

17年２月期 86（△67.2） 18  19 15  75 

(注) ①期中平均株式数 17年８月中間期 4,960,104株 16年８月中間期株 4,730,148 17年２月期4,735,483株 

   ②会計処理の方法の変更   無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

 

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

円 銭 

0  0 

0  0 

円 銭 

―――― 

―――― 

 

 

17年２月期 ―――― 12  00  

(3) 財政状態 （百万円未満切捨） 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 

17年８月中間期 

16年８月中間期 

百万円 

18,927 

17,770 

百万円 

1,859 

1,517 

％ 

9.8 

8.5 

円  銭 

373    29 

320    48 

17年２月期 17,927 1,756 9.8 355    27 

(注) ①期末発行済株式数17年８月中間期4,982,000株 16年8月中間期4,736,000株 17年２月期4,943,600株 

   ②期末自己株式数  17年８月中間期 ― 株 16年８月中間期 ― 株 17年２月期 ― 株 

 

２．18年２月期の業績予想（平成17年２月21日～平成18年２月20日） （百万円未満切捨） 

1株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

23,400 

百万円 

500 

百万円 

260 

円 銭 

12 00 

円 銭

 12 00 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）  52円18銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の７ページを参照して下さい。 
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５ 【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年２月20日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※３ 1,040,547 1,217,600 1,309,280 

２ 受取手形  ― ― ― 

３ 売掛金  130,603 169,636 176,148 

４ たな卸資産  4,531,737 4,180,116 4,445,801 

５ 繰延税金資産  33,881 40,711 60,863 

６ その他 ※６ 250,184 180,202 280,527 

 貸倒引当金  △1,217 △1,728 △1,728 

流動資産合計   5,985,737 33.7 5,786,540 30.6  6,270,894 35.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※2、3 5,933,378 6,738,976 5,909,860 

(2) 土地 ※３ 1,806,089 2,052,303 1,858,722 

(3) その他  827,929 995,152 749,195 

有形固定資産合計  8,567,397 9,786,432 8,517,778 

２ 無形固定資産  710,366 829,218 707,443 

３ 投資その他の資産    

(1) 敷金・保証金 ※３ 1,871,519 1,381,219 1,310,590 

(2) 繰延税金資産  56,516 39,682 40,442 

(3) その他 ※３ 584,441 1,109,938 1,086,627 

貸倒引当金  △5,868 △5,523 △5,868 

投資その他の資産 

合計 
 2,506,608 2,525,316 2,431,791 

固定資産合計   11,784,372 66.3 13,140,967 69.4  11,657,013 65.0

資産合計   17,770,110 100.0 18,927,507 100.0  17,927,908 100.0

    

 



 

 －32－

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年２月20日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  2,606,609 1,695,579 1,782,566 

２ 買掛金  1,491,432 2,607,322 2,502,920 

３ 短期借入金 ※３ 2,192,000 1,142,000 1,737,700 

４ １年以内返済予定 

  長期借入金 
※３ 1,768,765 1,836,767 1,929,831 

５ １年以内償還予定 

  社債 
 ― 180,000 140,000 

６ 一年以内償還予定 

  転換社債 
 360,000 ― ― 

７ 未払法人税等  24,520 71,637 26,420 

８ 設備支払手形  999,279 996,120 23,689 

９ その他 ※６ 694,428 901,142 917,951 

流動負債合計   10,137,035 57.1 9,430,569 49.8  9,061,081 50.5

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  900,000 1,750,000 1,460,000 

２ 新株予約権付社債  ― 270,000 270,000 

３ 長期借入金 ※３ 3,868,395 3,969,538 3,996,315 

４ 退職給付引当金  112,237 40,394 31,737 

５ 役員退職慰労引当金  84,498 91,002 87,819 

６ 預り保証金  ― 1,190,124 967,102 

７ その他 ※３ 1,150,170 326,102 297,517 

固定負債合計   6,115,301 34.4 7,637,162 40.4  7,110,491 39.7

負債合計   16,252,337 91.5 17,067,731 90.2  16,171,572 90.2

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   401,872 2.3 457,084 2.4  448,559 2.5

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  323,626 378,792 370,305 

資本剰余金合計   323,626 1.8 378,792 2.0  370,305 2.1

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  16,422 16,772 16,422 

２ 任意積立金  810,000 853,000 810,000 

３ 中間(当期)未処分利益又は

中間未処理損失(△) 
 △47,701 139,155 107,240 

利益剰余金合計   778,720 4.4 1,008,927 5.3  933,662 5.2

Ⅳ その他有価証券評価 

  差額金 
  13,554 0.0 14,972 0.1  3,808 0.0

資本合計   1,517,773 8.5 1,859,776 9.8  1,756,335 9.8

負債資本合計   17,770,110 100.0 18,927,507 100.0  17,927,908 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 

至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高   10,565,175 100.0 11,259,116 100.0  21,545,084 100.0

Ⅱ 売上原価   7,798,188 73.8 8,276,927 73.5  15,866,035 73.6

売上総利益   2,766,986 26.2 2,982,189 26.5  5,679,049 26.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,658,196 25.2 2,698,255 24.0  5,301,249 24.6

営業利益   108,789 1.0 283,933 2.5  377,799 1.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  73,590 0.7 59,654 0.5  150,805 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  131,050 1.2 144,558 1.3  282,942 1.4

経常利益   51,329 0.5 199,030 1.8  245,663 1.1

Ⅵ 特別利益 ※３  42,450 0.4 21,376 0.2  188,503 0.9

Ⅶ 特別損失 ※４  134,076 1.3 47,506 0.4  209,514 1.0

税引前中間(当期) 

純利益又は中間純損失

（△） 

  △40,296 △0.4 172,900 1.5  224,652 1.0

法人税、住民税 

及び事業税 
 24,777 63,824 139,196 

法人税等調整額  3,704 28,482 0.3 17,283 81,107 0.7 △706 138,489 0.6

中間(当期)純利益 

又は中間純損失（△） 
  △68,778 △0.7 91,792 0.8  86,162 0.4

前期繰越利益   21,077 17,916  21,077

合併による 

未処分利益受入額 
  ― 29,445  ―

中間(当期)未処分利益 

又は中間未処理損失

（△） 

  △47,701 139,155  107,240

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 －34－

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

商品 売価還元法によ

る原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法

による原価法 
 

(1) たな卸資産 

商品 同左 

 

貯蔵品 同左 

 
 

(1) たな卸資産 

商品 同左 

 

貯蔵品 同左 

 
 

 (2) 有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処

理、売却原価は移動

平均法により算定) 

(2) 有価証券 

子会社株式 

  同左 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

   同左 

(2) 有価証券 

子会社株式 

  同左 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）  

  時価のないもの 

  移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

   同左 

 

 時価のないもの 

   同左 

 

 (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

   同左 

(3) デリバティブ 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 有形固定資産の減価償

却については、建物(付属

設備を除く)は定額法、建

物以外については定率法

によっております。なお、

取得価額が10万円以上20

万円未満の資産について

は、３年間で均等償却す

る方法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりです。 

・建物及び構築物 

６年～39年

・車両運搬具 

３〃～６〃

・工具器具及び備品 

５〃～20〃

(1) 有形固定資産 

   同左 

(1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(2) 無形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

３ 繰延資産の処理方

法 

(1) 新株発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。

(2) 社債発行費 

―――――― 

 

 

(1) 新株発行費 

   同左 

 

(2) 社債発行費 

  支出時に全額費用とし

て処理しております。

(1) 新株発行費 

   同左 

 

(2) 社債発行費 

   同左 

 

 

    

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

   同左 

(1)貸倒引当金 

   同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額

法により按分した額を発

生の事業年度から費用処

理しております。 

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額

法により按分した額を発

生の事業年度から費用処

理しております。 

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業

年度末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額

法により按分した額を発

生の事業年度から費用処

理しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

（3）役員退職慰労引当金 

    同左 

（3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

   同左    同左 

６ ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

なお、金利スワップにつ

いては、特例処理の要件

を満たしている場合には

特例処理によっておりま

す。 

（1）ヘッジ会計の方法 

   同左 

（1）ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。 

ヘッジ手段 

…金利キャップ及び

金利スワップ 

ヘッジ対象 

…借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 当事業年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のと

おりであります。 

ヘッジ手段 

…金利キャップ及び

金利スワップ 

ヘッジ対象 

…借入金 

 (3)ヘッジ方針 

  リスク管理規程にもと

づき、ヘッジ対象に係る

金利変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしており

ます。 

(3)ヘッジ方針 

   同左 

(3)ヘッジ方針 

   同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに

比較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ

については、有効性の評

価を省略しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方

法 

   同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方

法 

   同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

 消費税等の会計処理 

  同左 

 消費税等の会計処理 

  同左 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

従来、流動負債の「その他」に含

めて表示していた設備支払手形は、

負債、資本合計額の100分の5を超え

ることとなったため区分掲記しまし

た。 

なお、前中間会計期間における流

動負債の「その他」に含まれている

設備支払手形の金額は、389,339千円

であります。 

 

 従来、固定負債の「その他」に含め

て表示していた預り保証金は、負債、

資本合計額の100分の5を超えること

となったため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間における固定

負債の「その他」に含まれている預り

保証金の金額は、821,126千円であり

ます。 

 

 

―――――― 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日) 

 

―――――― 

 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,302千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少しております。 

 

  （退職給付引当金） 

 当社は平成17年２月1日をもって

定年退職者を対象とする適格退職年

金制度を廃止し、退職一時金制度の

一部について確定拠出年金制度へ移

行しました。なお、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業会

計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

 本移行に伴う損益等に与えた影響

額は次のとおりです。 

①退職給付債務等の減少 

退職給付債務の減少 222,022千円

未認識数理計算上の差異 31,864 〃

未認識過去勤務債務 △1,194 〃

退職給付債務の減少計 252,692千円

②確定拠出年金制度への資産移管額

は184,719千円であります。 

③損益影響額は67,972千円であり、

特別利益に確定拠出年金制度へ

の移行に伴う利益として計上し

ております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

項目 
前中間会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前事業年度末 

(平成17年２月20日) 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
3,242,890千円 3,809,328千円 3,494,244千円

※２ 固定資産の取得価額

から控除した圧縮記帳

額 

 

   建物       42,450千円

 

   建物       42,450千円

 

   建物       42,450千円

※３ 担保資産 (1) 担保差入資産 

銀行預金 335,156千円

投資有価 

証券 
43,750 〃

建物 4,153,136 〃

土地 1,761,888 〃

敷金・ 

保証金 
734,922 〃

計 7,028,852千円
 

(1) 担保差入資産 

銀行預金 335,180千円

投資有価 

証券 
59,483 〃

建物 4,594,718 〃

土地 2,008,905 〃

敷金・ 

保証金 
229,800 〃

計 7,228,086千円
 

(1) 担保差入資産 

銀行預金 335,156千円

投資有価 

証券 
60,301 〃

建物 4,524,531 〃

土地 1,815,324 〃

敷金・ 

保証金 
232,800 〃

計 6,968,112千円
 

 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,121,952千円

１年内返済 

予定長期借 

入金 

1,286,273 〃

長期借入金 3,431,969 〃

預り保証金    261,356 〃

計 6,101,552千円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 702,000千円

１年内返済

予定長期借

入金 

1,492,888 〃

長期借入金 3,665,475 〃

預り保証金  250,896 〃

計 6,111,259千円
 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 802,313千円

１年内返済 

予定長期借 

入金 

1,476,560 〃

長期借入金 3,727,329 〃

預り保証金  256,126 〃

 計 6,262,330千円
 

 (3) 取引先保証金の代用として

供している資産 

銀行預金 35,000千円

投資有価 

証券 
2,095千円

 

(3) 取引先保証金の代用として

供している資産 

銀行預金 45,000千円

投資有価 

証券 
2,060千円

 

(3) 取引先保証金の代用として

供している資産 

銀行預金 35,000千円

投資有価 

証券 
2,110千円

 
 ４ 保証債務   関係会社の金融機関からの

借入金に対して次のとおり連

帯保証を行っております。 

  関係会社 

エイト開発 

株式会社 
445,220千円

有限会社 

エイト薬品 
6,240 〃

  計 451,460千円
 

 

―――――― 

 

  関係会社の金融機関からの

借入金に対して次のとおり連

帯保証を行っております。 

  関係会社 

エイト開発 

株式会社 
372,602千円

有限会社 

エイト薬品 
960 〃

  計 373,562千円
 

   また、関係会社のリース契

約に対して連帯保証を行って

おります。当中間会計期間末

の当該リース契約の未経過リ

ース料は81,579千円でありま

す。 

  関係会社のリース契約に対

して連帯保証を行っておりま

す。当中間会計期間末の当該

リース契約の未経過リース料

は54,120千円であります。 

 

  また、関係会社のリース契

約に対して連帯保証を行って

おります。当事業年度末の当

該リース契約の未経過リース

料は68,525千円であります。
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前中間会計期間末 

(平成16年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月20日) 

前事業年度末 

(平成17年２月20日) 

 ５ 当座貸越契約及びシ

ンジケートローン契

約 

  当社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新

規出店資金調達のため、当座

貸越契約及びシンジケートロ

ーン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越 

極度額 

及びシンジ 

ケートロー 

ン契約総額 

3,400,000千円

借入実行残 

高 
3,090,000 〃

差引額 310,000千円
 

  当社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新

規出店資金調達のため、当座

貸越契約及びシンジケートロ

ーン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越 

極度額 

及びシンジ

ケートロー

ン契約総額

5,400,000千円

借入実行残

高 
3,100,000 〃

差引額 2,300,000千円
 

  当社は、金融機関との間に

運転資金の調達のため及び新

規出店資金調達のため、当座

貸越契約及びシンジケートロ

ーン契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。  

当座貸越 

極度額 

及びシンジ

ケートロー

ン契約総額 

4,400,000千円

借入実行残 

高 
3,147,700 〃

差引額 1,252,300千円
 

※６ 消費税等の取扱い   仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 

  仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

―――――― 

 

                                                                                                                       

(中間損益計算書関係) 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 

至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日) 

前事業年度 

(自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日) 

※１ 営業外収益のうち主

要なもの 

仕入割引 4,078千円

受取手数料 28,731 〃

経営指導料 28,406 〃
 

仕入割引 4,017千円

受取手数料 29,803 〃

経営指導料 11,700 〃
 

仕入割引 9,498千円

受取手数料  57,256〃

経営指導料  56,781〃
 

※２ 営業外費用のうち主

要なもの 

支払利息 114,151千円
 

支払利息 107,794千円
 

支払利息 229,004千円
 

※３ 特別利益のうち主要

なもの 

国庫補助金収入 42,450千円

 
 

確定拠出年金制度

への移行に伴う利

益 

9,867千円

 

国庫補助金収入 42,450千円

開発負担金収入 56,500 〃

確定拠出年金制度

への移行に伴う利

益 

67,972 〃

 
※４ 特別損失のうち主要

なもの 

投資有価証券評価

損 
15,033千円

子会社株式評価損 72,990 〃

固定資産圧縮損 38,933 〃
 

投資有価証券評価

損 
11,397千円

 

子会社株式評価損 72,990千円

固定資産圧縮損 38,933 〃

解約損害金 65,051 〃
 

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 215,815千円

無形固定資産 3,040 〃
 

有形固定資産 256,084千円

無形固定資産 3,037 〃
 

有形固定資産 473,159千円

無形固定資産 6,101 〃
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(リース取引関係) 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年２月21日 

至 平成16年８月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日) 

前事業年度 

(自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日) 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

 

(千円)  

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

建物 83,783 27,927 55,855

機械及び 

装置 
26,374 24,197 2,176

工具・ 

器具 

及び備品 

1,956,213 1,151,138 805,074

ソフトウ

ェア 
53,590 8,962 44,627

合計 2,119,960 1,212,225 907,734

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 

 

取得価額

相当額

 

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高

相当額

(千円)

建物 83,783 39,896 43,886

機械及び

装置 
8,939 7,904 1,035

工具・

器具 

及び備品

1,812,718 1,110,188 702,529

ソフトウ

ェア 
76,665 21,921 54,744

合計 1,982,106 1,179,910 802,195

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

 

(千円)  

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末

残高

相当額

(千円)

建物 83,783 33,912 49,870

機械及び 

装置 
24,203 22,597 1,606

工具・ 

器具 

及び備品 

1,898,143 1,128,656 769,486

ソフトウ

ェア 
61,490 15,078 46,411

合計 2,067,619 1,200,244 867,375

 ２ 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 337,857千円

１年超 587,855 〃

合計 925,713千円
 

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年内 319,241千円

１年超 498,002 〃

合計 817,243千円
 

２ 未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 342,327千円

１年超 544,367 〃

合計 886,695千円

 ３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース

料 
185,304千円

減価償却費 

相当額 
174,387 〃

支払利息 

相当額 
6,736 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース

料 
192,546千円

減価償却費

相当額 
183,509 〃

支払利息 

相当額 
4,519 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース

料 
374,473千円

減価償却費 

相当額 
359,231 〃

支払利息 

相当額 
12,354 〃

 ４ 減価償却費相当額の算定方

法 

   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっています。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方

法 

    同左 

４ 減価償却費相当額の算定方

法 

   同左 

 ５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と、取得価額

相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によってい

ます。 

５ 利息相当額の算定方法 

   同左 

５ 利息相当額の算定方法 

   同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月20日現在)、当中間会計期間末(平成17年８月20日現在)及び前事業年度

末(平成17年２月20日現在)のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
  至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
  至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 
  至 平成17年２月20日） 

１株当たり純資
産額 
 

320円47銭 373円29銭 355円27銭

１株当たり中間
（当期）純利益又
は 中 間 純 損 失
（△）金額 
 

△14円54銭 18円50銭 18円19銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
（当期）純利益金
額 

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額について
は、潜在株式が存在するもの
の１株当たり中間純損失で
あるため、記載しておりませ
ん。 

17円03銭 15円75銭

 

（注）１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年２月21日 

至 平成17年２月20日） 
１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△)
金額 

   

 中間(当期)純利益又は中
間純損失(△)金額 

△68,778千円   91,792千円  86,162千円 

 普通株主に帰属しない金
額 

     ― 千円      ― 千円      ― 千円  

 (うち利益処分による役員
賞与金) 

  (  ― 千円)   (  ― 千円)    ( ― 千円) 

 普通株式に係る中間(当
期)純利益又は中間純損失
(△)金額 

△68,778千円   91,792千円   86,162千円 

 普通株式の期中平均株式
数 

   4,730千株    4,960千株    4,735千株 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

   

 中間(当期)純利益調整額    ―    1,052千円    2,153千円 

 (うち支払利息(税額相当
額控除後)) 

   ―  ( 1,052千円)  ( 2,153千円) 

 普通株式増加数    ―      489千株     869千株 

 (うち転換社債)    ―  (   ― 千株)  (   797千株) 

 (うち新株引受権)    ―  (    52千株)  (    66千株) 

 (うち新株予約権)    ―  (   437千株)  (     5千株) 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 

 
―――――― 

 
該当事項はありません 

 
該当事項はありません 

 



 

 －43－

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成16年２月21日 
至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日） 

 平成16年９月13日開催の当社取締

役会において決議しました社債発行

を下記要領で行いました。 

 

１．第３回無担保社債 

 株式会社みずほ銀行保証付及び

適格機関投資家限定 

①社債の総額 金５億円 

②利率  

イ.発行日の翌日から平成17年

３月25日まで年0.310％とす

る。 

ロ.平成17年３月25日の翌日以

降は、下記に定める「基準利

率」に0.20％を加えた利率と

する。 

「基準利率」：６ヵ月TIBOR 

③発行価格  額面100円につき 

         金100円 

④償還価格  額面100円につき 

         金100円 

⑤償還期間  ５年 

⑥発行日   平成16年９月30日 

⑦保証人   株式会社みずほ銀

行 

 

２．第４回無担保社債 

 株式会社ＵＦＪ銀行保証付及び

適格機関投資家限定 

①社債の総額 金２億円 

②利率  

イ.発行日の翌日から平成17年

３月31日まで年0.19917％と

する。 

ロ.平成17年３月31日の翌日以

降は、下記に定める「基準利

率」に0.10％を加えた利率と

する。 

「基準利率」：日経QUICK 

   DM131頁 ６ヶ月円金利 

③発行価格  額面100円につき 

         金100円 

④償還価格  額面100円につき 

         金100円 

⑤償還期間  ５年 

⑥発行日   平成16年９月30日 

⑦保証人   株式会社ＵＦＪ銀

行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 
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前中間会計期間 
(自 平成16年２月21日 

     至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 

     至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 

     至 平成17年２月20日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 平成17年８月31日開催の当社取締

役会において、昨今のリフォーム需

要の拡大に伴い顧客ニーズの多様化

に対応するためリフォームを主とす

る子会社設立を決議しました。 

 主な概要は次のとおりです。 

１．子会社の設立 

①商号   株式会社ダイユー

エイト・ホームサ

ービス 

②本店所在地 

 福島県福島市太平寺字堰ノ上

58番地 

③設立   平成17年９月28日 

④事業内容 増改築、修繕工事の

施工、管理及び請負

⑤資本金  10,000千円 

⑥出資比率 100％ 

 

―――――― 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．子会社の吸収合併 

①その旨及び目的 

 当社は、平成17年２月27日で、

100％出資子会社であるエイト

開発株式会社と合併しました。

その目的は、同社は当社が進め

る事業展開において店舗開発業

務ならびに不動産事業を担って

まいりましたが、現在当社が取

り組んでいる事業構造改革の一

環として、不動産事業を一本化

し、これまで当社と同社が重複

して行ってきた不動産管理業務

を効率化するとともに、グルー

プ内の人材の有効活用を図るた

め、同社を吸収合併するもので

あります。この合併により、よ

り機動的な店舗開発が可能とな

り、当社の出店戦略がさらに加

速するものと考えております。

②合併の方法、合併後の名称 

 簡易合併の方式により合併

し、エイト開発株式会社は解散

し、当社が存続会社となり、そ

の会社名は株式会社ダイユーエ

イトとなります。 

③合併比率、合併交付金等 

 存続会社の株式会社ダイユー

エイトは、エイト開発株式会社

の全株式を保有しているため新

株式の発行は行わず、合併比率、

合併交付金の額、合併により発

行する株式の種類及び数、増加

すべき資本もありません。 

 



 

 －45－

前中間会計期間 
(自 平成16年２月21日 

     至 平成16年８月20日） 

当中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 

     至 平成17年８月20日） 

前事業年度 
(自 平成16年２月21日 

     至 平成17年２月20日） 

  ④引継ぐべき利益準備金・任意積

立金等の額及び資産・負債の額 

 平成17年4月29日現在引継ぐ

べき利益準備金・任意積立金等

の額及び資産・負債の額は下記

の通りとなります。 

利益準備金       350千円

任意積立金    13,000千円

当期未処分利益 29,445千円

資産     708,450千円

負債     655,654千円

⑤相手会社の主な事業の内容、規

模（直近期の売上高、当期純利益、

資産・負債及び資本の額、従業員

数） 
 平成17年2月期 平成17年1月期

売上高 17,090千円 (205,414千円)

当期純利益 1,880千円 (17,034千円)

資産 708,450千円 (716,636千円)

負債 655,654千円 (658,841千円)

資本 52,795千円 (57,794千円)

従業員数 3人 (3人)

 

 

  ２．シンジケートローンの契約 

  当社は、平成17年3月10日開催

の取締役会決議に基づき、資金調

達の効率化を目的として、以下の

とおりシンジケートローン契約を

締結いたしました。 

①契約日 平成17年3月31日 

②借入枠 1,000百万円 

③契約期間 

  平成17年3月31日より 

  平成22年3月29日まで 

④借入申込期間 

  契約日から１年間 

⑤借入利率 

  全銀協Tibor＋1.500％ 

⑥金融機関 

株式会社みずほ銀行、株式会社

常陽銀行、株式会社福島銀行、

株式会社東邦銀行、商工組合中

央金庫、株式会社大東銀行 

⑦資金使途    長期運転資金 

 

 


	（不動産事業）
	事業の系統図は、次のとおりであります。
	 ２．経営方針及び経営成績
	 ３．【中間連結財務諸表等】
	(1)【中間連結財務諸表】
	① 【中間連結貸借対照表】
	 ② 【中間連結損益計算書】
	 ③ 【中間連結剰余金計算書】
	 ④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

	中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	 
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	(中間連結貸借対照表関係)
	(中間連結損益計算書関係)
	(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
	(リース取引関係)
	 (有価証券関係)
	 
	(デリバティブ取引関係)
	(セグメント情報)
	(１株当たり情報)
	 (重要な後発事象)

	(1)【中間財務諸表】
	① 【中間貸借対照表】
	 ② 【中間損益計算書】
	中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

	表示方法の変更
	追加情報

	 注記事項
	(中間貸借対照表関係)
	(中間損益計算書関係)
	 (リース取引関係)
	(有価証券関係)
	(１株当たり情報)
	 
	(重要な後発事象)



